　外部サービス利用型特定施設入居者生活介護
   　　                                                　         （平成１１年　厚生省令第３７号）
	 申請者要件
	 法人であって、養護老人ホーム等の設置者

	 人員基準
 (第192条
  の4)

　（※１）
	 　区分
	 　　職種
	 　　　　　　　員数・資格等

	
	 従業者
	・生活相談員
	・利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
・常勤専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可

	
	
	・介護職員
	・利用者の数が１０人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）

	
	
	・計画作成担当者
	・専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可
・利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準とする
・介護支援専門員であって特定施設サービス計画の作成に関し適当と認められる者
・うち１名以上は常勤

	
	
	※介護予防の事業が同一の施設において一体的に行われる場合

	
	
	・生活相談員
	・利用者及び介護予防サービス利用者の合計数（総利用者数）が数が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
・常勤専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可

	
	
	・介護職員
	・利用者の数が１０人又はその端数を増すごとに１名及び介護予防サービスの利用者の数が３０人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
要介護者の利用者数に、要支援者である利用者１人を要介護者３分の１と換算して合計した利用者数をもとに、１０又はその端数を増すごとに１名以上

	
	
	・計画作成担当者
	・専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可
・総利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準とする
・介護支援専門員であって特定施設サービス計画及び介護予防特定施設サービス計画の作成に関し適当と認められる者
・うち１名以上は常勤

	
	・常に１名以上の指定特定施設の従業者を確保（宿直時間帯を除く）

	
	 管理者
	
	・専従１名
管理上支障がない場合、当該特定施設の他の職務又は、他事業所・施設等の職務に従事可


	 設備基準
 (第192条
 の6)
	 ・耐火建築物又は準耐火建築物
 　（定める要件を満たし、利用者の安全性が確保されている場合を除く）

	
	 ・居室
	 ・個室（利用者の処遇上必要である場合は２人部屋も可）（※２）
 ・プライバシーの保護に配慮し、介護を行える適当な広さ
 ・地階は不可
 ・１以上の出入口は、避難口としても有効に確保
 ・非常通報装置又はこれに代わる設備

	
	 ・浴室
	 ・身体の不自由な者が入浴するのに適したもの

	
	 ・便所
	 ・居室のある階ごとに設置
 ・非常用設備

	
	 ・食堂
	 ・機能を十分に発揮し得る適当な広さ
 ・居室の面積が25㎡以上であれば設けないことができる

	
	 ・利用者が車椅子で円滑に移動することが可能な空間と構造

	
	 ・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

	
	 ・上記のほか、建築基準法及び消防法の定める構造設備

	 　介護予防の指定を併せて受け、同一の施設で一体的に運営されている場合、介護予防の設備に関す
 　る基準を満たすことをもって、基準第192条の6の基準を満たしているものとみなすことができる。


※１　利用者数、総利用者数････前年度（４月１日～３月３１日）の平均値
　　①　新設・増床分の場合（前年度実績が１年未満の場合）

　　　・　新設・増床の時点から６月未満　　　　　････ベッド数の90％

　　　・　新設・増床の時点から６月以上１年未満　････直近の６月の平均値

　　　・　新設・増床の時点から１年以上経過　　　････直近１年の平均値

　　②　減床の場合

　　　・　減床後の実績が３月以上ある場合　　　　････減少後の平均値
 ※２ ・　平成17年改正法附則第10条第１項の規定によるみなし指定を受けた事業者が行う特定施設の
         介護居室であって、平成18年４月１日現在で定員４人以下であるものについては適用しない
       ・　平成18年４月１日に現存する養護老人ホーム（建築中のものを含む）については適用しない
外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護
                                                          （平成１８年　厚生労働省令第３５号）
	 申請者要件
	 法人であって、養護老人ホーム等の設置者

	 人員基準
 (第255条)
　（※１）
	 　区分
	 　　職種
	 　　　　　　　員数・資格等

	
	 従業者
	・生活相談員
	・利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
・常勤専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該介護予防特定施設における他の職務に従事可

	
	
	・介護職員
	・利用者の数が３０人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）

	
	
	・計画作成担当者
	・専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可
・利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準とする
・介護支援専門員であって介護予防特定施設サービス計画の作成に関し適当と認められる者
・うち１名以上は常勤

	
	
	※介護給付の事業が同一の施設において一体的に行われる場合

	
	
	・生活相談員
	・利用者及び介護給付サービス利用者の合計数（総利用者数）が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
・常勤専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該介護予防特定施設における他の職務に従事可

	
	
	・介護職員
	・介護給付サービス利用者の数が１０人又はその端数を増すごとに１名及び利用者の数が３０人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
要介護者の利用者数に、要支援者である利用者１人を要介護者３分の１と換算して合計した利用者数をもとに、１０又はその端数を増すごとに１名以上

	
	
	・計画作成担当者
	・専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可
・総利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準とする
・介護支援専門員であって介護予防特定施設サービス計画及び特定施設サービス計画の作成に関し適当と認められる者
・うち１名以上は常勤

	
	・常に１名以上の指定介護予防特定施設の従業者を確保（宿直時間帯を除く）

	
	 管理者
	
	・専従１名
管理上支障がない場合、当該介護予防特定施設の他の職務又は、他事業所・施設等の職務に従事可


	 設備基準
 (第257条)
	 ・耐火建築物又は準耐火建築物
   （定める要件を満たし、利用者の安全性が確保されている場合を除く）

	
	 ・居室
	 ・個室（利用者の処遇上必要である場合は２人部屋も可）（※２）
 ・プライバシーの保護に配慮し、介護を行える適当な広さ
 ・地階は不可
 ・１以上の出入口は、避難口としても有効に確保
 ・非常通報装置又はこれに代わる設備

	
	 ・浴室
	 ・身体の不自由な者が入浴するのに適したもの

	
	 ・便所
	 ・居室のある階ごとに設置
 ・非常用設備

	
	 ・食堂
	 ・機能を十分に発揮し得る適当な広さ
 ・居室の面積が25㎡以上であれば設けないことができる

	
	 ・利用者が車椅子で円滑に移動することが可能な空間と構造

	
	 ・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

	
	 ・上記のほか、建築基準法及び消防法の定める構造設備

	 　介護給付の指定を併せて受け、同一の施設で一体的に運営されている場合、介護給付の設備に関す
 　る基準を満たすことをもって、基準第257条の基準を満たしているものとみなすことができる。


※１　利用者数、総利用者数････前年度（４月１日～３月３１日）の平均値
　　①　新設・増床分の場合（前年度実績が１年未満の場合）

　　　・　新設・増床の時点から６月未満　　　　　････ベッド数の90％

　　　・　新設・増床の時点から６月以上１年未満　････直近の６月の平均値

　　　・　新設・増床の時点から１年以上経過　　　････直近１年の平均値

　　②　減床の場合

　　　・　減床後の実績が３月以上ある場合　　　　････減少後の平均値
※２　平成18年4月1日に現存する養護老人ホーム（建築中のものを含む）については適用しない
